
 

- 1 - 

五島市監査委員公表第６号 

 

令和７年１２月２２日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１

項の規定に基づく住民監査請求について、同条第５項の規定に基づき監査を行ったので、同項

の規定により公表する。 

 

 

令和８年２月２０日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 
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第１ 請求の内容 

１ 請求人 （略） 

２ 請求書の提出日 

令和７年１２月２２日 

３ 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面によると、請求の

要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の要旨（請求の趣旨）、請求の理由及び結語は、本件請求書の原文の

まま記載した。 

１ 請求の要旨 

［請求の趣旨］ 

令和７年１０月１日(７五総第２２５１号)付、市長の付属機関である、五島市行政不

服審査会(以下「本審査会」)が、五島市議会議長を「審査庁・処分庁」とした答申書(証

拠資料 No.１)は、重大な制度的齟齬の可能性があります。そして、答申書が法的効力を

有していない場合、本審査会に用いた運営経費「報酬・事務費 (証拠資料 No.２)」は不

当支出となる疑いがある。 

よって、監査委員に対し、答申書が制度的齟齬並び本審査会の運営経費の監査を実施し、

市長に対し、運営経費の返還及び責任追及。そして、行政機関と議場機関との本審査会の

制度運用の見直しの是正措置を講じるよう、勧告することを求める。 

［請求の理由］ 

答申書は、議長が、市民の五島市議会議員政治倫理条例第７条（審査請求）の規定に

基づく議員政治倫理条例違反の審査請求を却下し、市民の再請求に対し、議長は、行政

機関である「本審査会」へ諮問し、その結果、審査庁（議長）へ却下を「取り消すべき

である」とした内容であります。本審査会が議長からの諮問を受け、議長を「審査庁」・

「処分庁」として答申を行ったことは、行政不服審査制度の制度趣旨および構造に照ら

し、重大な制度的齟齬を含むものと考えます。 

(1) 行政不服審査法の総則において「審査庁」は原則として「処分庁と同一の行政機関の

長」とされており、これは執行機関による行政処分を前提とした制度設計です。議会は

合議体であり、議長はその構成員に過ぎず、執行機関の長とは異なる制度的位置づけに

あります。 

(2) 議会の議決や議長の措置は、一般に行政処分性を欠くものであり、仮に処分性が認め

られる場合であっても、議会の合議による意思決定を議長個人に帰属させることは、法

的にも制度的にも困難と考えます。 

(3) 行政不服審査会は、執行機関の長からの諮問を受けて答申を行う補助機関であり、議

会からの諮問を直接受ける制度的根拠は存在しません。したがって、本件における審査 
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会の答申は、制度上の正当な手続を欠くおそれがあります 

(4) 行政不服審査法第７条第１項１号において、議会の議決に基づく処分は適用除外とさ

れております。 

【結語】 

本件は、本審査会の運営費(報酬・事務費)が制度的に不適切な運用に充てられていた場

合は、公金の違法・不当な支出に該当します。さらに、制度齟齬の放置は、制度の誤運

用が継続することで、将来的な不当支出の蓄積リスク(将来の財務的損失の予見性)を生

じますので、地方自治法第２４２条第１項に基づき監査請求いたします。 

４ 請求の要件審査 

本件請求は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条に規定する形式的要件

を具備しているものと認め、受理した。 

第２ 監査の実施 

１ 監査対象機関及び部局 

(1) 監査対象機関 議長及び市長 

(2) 監査対象部局 議会事務局及び総務企画部総務課（以下「総務課」という。） 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

地方自治法第２４２条第７項の規定により請求人に対して証拠の提出及び陳述の機会

を与えたが、請求人は新たな証拠は提出せず、陳述は希望しなかったため実施しなかった。 

３ 関係職員の陳述及び調査 

(1) 関係職員の陳述 

地方自治法第２４２条第８項の規定による監査対象機関及び監査対象部局の陳述の

聴取は行わなかった。 

(2) 書面調査 

監査対象部局に対して関係書類の提出を求め、書面調査を実施した。 

４ 監査対象事項 

地方自治法第２４２条第１項に規定する住民監査請求は、普通地方公共団体の住民は、

当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は当該普通地方公共団体の職

員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契約の締

結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担（以下「財務会計上の行為」という。）が

ある（当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合を含む。）と認める

とき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実

（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委

員に対し、監査を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改

め、又は当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体の被った損害を補填す

るために必要な措置を講ずべきことを請求することができる制度である。これらを踏まえ、
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本件請求書に記載されている事項及び添付された事実を証する書面の内容を審査し、次の

事項を監査の対象とした。 

  (1) 五島市行政不服審査会が五島市議会議長（以下「議長」という。）から諮問を受け、

議長を審査庁及び処分庁とした答申を行ったことは、請求人が主張する行政不服審査法

の重大な制度的齟齬といえるか。  

  (2) 五島市行政不服審査会委員への報酬及び費用弁償の支出は、違法又は不当な公金の

支出といえるか。 

第３ 監査の結果 

本件の請求については、理由がないものとして、棄却することに決定した。 

以下、その理由を述べる。 

１ 事実関係の確認 

監査対象事項について議会事務局及び総務課から提出された関係書類を調査した結果、

次の事実関係を確認した。 

(1) 五島市議会議員政治倫理条例（平成２２年五島市条例第３４号。以下「政治倫理条

例」という。）の規定による処分に係る議会事務局の見解について 

ア 五島市行政不服審査会による令和７年１０月１日付け答申書（諮問番号：令和６年

度諮問第１号、答申番号：令和７年度答申第１号）に係る議長及び議会事務局におけ

る事務処理の流れは、次のとおり。 

日  付 事 務 処 理 内 容 

令和 6年 9月 13日 
請求代表者が政治倫理条例第７条の規定に基づく審査請求書を

提出 

令和 6年 10月 8日 

議長（処分庁）は請求代表者に対して審査請求却下書を送付 

【却下理由】 

議員としての職務とは関係のない私人としての行動に関する問

題は、政治倫理条例第４条第１項第１号に該当しないと判断 

令和6年11月19日 
審査請求人が令和６年１０月８日付け審査請求却下処分につい

て行政不服審査請求（以下「本件審査請求」という。）を提出 

令和 6年 12月 2日 
議長（審査庁）は行政不服審査請求に伴う審理員候補者の推薦に

ついて（依頼）を市長及び代表監査委員に送付 

令和 6年 12月 3日 市長が審理員を推薦（２名） 

令和 6年 12月 4日 代表監査委員が審理員を推薦（１名） 

令和 6年 12月 6日 
議長（審査庁）は審理員を指名（３名） 

議長（審査庁）は審査請求人に審理員を指名したことを通知 

令和 6年 12月 9日 
審理員は議長（処分庁）に対して弁明書の提出を請求（12 月 13

日締切） 

令和6年12月10日 議長（処分庁）は審理員に弁明書を提出 

令和6年12月11日 
審理員は審査請求人に対して弁明書の送付及び反論書等の提出

についてを送付 
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日  付 事 務 処 理 内 容 

令和6年12月19日 審理員は議長（処分庁）に対して質問事項を送付 

令和6年12月20日 
審査請求人が審理員に反論書を提出 

審理員は議長（処分庁）に対して質問の実施を通知 

令和6年12月23日 議長（処分庁）が審理員に回答書を提出 

令和6年12月25日 審理員は議長（処分庁）に質問を実施 

令和 7年 2月 7日 

審理員は議長（処分庁）及び審査請求人に対して審理手続の終結

を通知 

審理員は審査請求人に対して行政不服審査会等への諮問に関す

る申出についてを送付 

令和 7年 2月 14日 審理員は議長（審査庁）に対して審理員意見書を提出 

令和 7年 2月 26日 

議長（審査庁）は五島市行政不服審査会に対して本件審査請求に

ついて諮問 

議長（審査庁）は審査請求人に五島市行政不服審査会への諮問を

通知し、審理員意見書の写しを送付 

令和 7年 5月 2日 五島市行政不服審査会は議長（審査庁）に対し質問書を送付 

令和 7年 5月 23日 議長（審査庁）は五島市行政不服審査会に質問の回答を提出 

令和 7年 6月 19日 
五島市行政不服審査会は議長（審査庁）に対して主張書面及び資

料の提出期限の通知（提出期限：令和 7年 7月 18日） 

令和 7年 7月 3日 
議長（審査庁）は五島市行政不服審査会へ主張書面及び資料の提

出 

令和 7年 10月 1日 
五島市行政不服審査会は議長（審査庁）に本件審査請求について

の答申書を提出 

令和 7年 11月 7日 議長（審査庁）は本件審査請求の処分を取り消すことを裁決 

イ 令和６年９月１３日付け審査請求の却下決定について 

  議長は、令和６年９月１３日付け審査請求について、政治倫理条例第７条第１号に

定める政治倫理条例第４条第１項第１号に定める政治倫理基準に違反する疑いがあ

るときには該当しないと判断し、五島市議会議員政治倫理条例施行規程（平成２３年

五島市議会訓令第１号。以下「規程」という。）第７条第３項の規定により同年１０月

８日付けで却下処分とすることを請求代表者に通知した。 

  この判断は、政治倫理条例第８条第１項に規定する五島市議会政治倫理審査会に諮

られることなく、議長が規程第７条第２項（第２号該当）に基づき行ったものである

から、処分庁は議長となる。 

ウ 審査庁についての議長及び議会事務局の見解について 

  行政不服審査法第４条は、「審査請求は、法律（条例に基づく処分は、条例）に特別

の定めがある場合を除くほか、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定め



 

- 6 - 

る行政庁に対してするものとする。」と規定し、第１号で「処分庁等（処分をした行政

庁をいう。）に上級行政庁がない場合は、当該処分庁等」と定め、同法第９条第１項

は、「第４条の規定により審査請求がされた行政庁を審査庁」と規定するから、本件

審査請求の審査庁は議長となる。 

(2) 行政庁及び附属機関に係る総務課の見解について 

ア 行政庁について 

行政庁については、行政不服審査法及び行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９

号）においても、定義を置いているわけではなく、「処分」を行う機関を行政庁ととら

えており、結果として処分に当たるかどうかの解釈により、行政庁が定まることとな

る。（コンシェルジュデスク「知っててよかった行政手続・争訟事務 Web 行政手続法

２条」） 

「行政庁」とは、処分権限を有する者をいう。処分権限を有する者であるかどうか

は、法令の定めるところによる。国又は地方自治体の機関が該当するのを通例とする

が、法令において、特殊法人や認可法人のほか、民法上の法人等処分権限が与えられ

る場合もある。 

ただし、あくまでも「行政」権の行使主体に限られるものであり、立法権の行使主

体としての国会又は司法権の行使主体としての裁判所は含まれない。（なお、国会又

は裁判所であっても、実施上、行政権の行使と見られる行為を行う局面においては、

「行政庁」に当たる。）（逐条解説行政手続法（ぎょうせい）） 

イ 附属機関について 

地方自治法でいう附属機関とは、執行機関（一般には、国若しくは地方公共団体の

行政事務を管理執行する機関または法人の業務を執行する理事機関をいい、行政官庁

法理上は、私人に対して直接に実力を行使する権限（即時執行など）を有する機関を

意味する。地方自治法上は、地方公共団体の条例、予算その他の議会の議決に基づく

事務や法令等に基づく事務を管理執行する機関であり、地方公共団体の行政庁（地方

公共団体の長その他各種委員会及び委員）を意味する。（地方自治法第１３８条の２

【現行法では第１３８条の２の２】・１３８条の４））の要請に応じ、その行政の執行

に必要な資料を提供し、あるいは、必要な事前手続を履践するために、右執行に至る

事前準備すなわち、紛争処理、審査、諮問調査などを行うことを職務とする機関であ

って、直接住民を対象として行政を執行する権限を有しないものをいう（コンシェル

ジュデスク「そうだったのか地方自治法 Web 地方自治法１３８条の４」） 

また、昭和３３年１２月８日付け自丁行発２４１号において「一の執行機関の附属

機関として設けられた審議会等の権限として、他の執行機関（公安委員会を除く。）の

諮問に応じ調査審議し又は建議できる旨を規定することはできる。」とされているこ

とから、「附属機関は通常執行機関ごとに設置されるが、１つの執行機関に属する附
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属機関であっても、同時にそれ以外の執行機関の諮問に応ずる性格のものとして設置

することについては法律上妨げとなる規定はない。」（コンシェルジュデスク「そうだ

ったのか地方自治法 Web 地方自治法１３８条の４」）とされている。 

ウ 総務課の見解について 

行政不服審査法第１条第１項では、「この法律は、行政庁の違法又は不当な処分そ

の他公権力の行使に当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行

政庁に対する不服申し立てをすることができるための制度を定めることにより、国民

の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする。」

と規定する。また同条第２項では、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為

（以下単に「処分」という。）に関する不服申し立てについては、他の法律に特別の定

めがある場合を除くほか、この法律の定めるところによる。」と規定する。 

議長による令和６年１０月８日付けの審査請求の却下処分は「その行為によって直

接市民の権利義務を形成するもの」であることから、行政不服審査法の適用の対象と

なる「処分」に該当することは明らかであり、アに記載のとおり当該却下処分を行っ

た議長は「行政庁」に該当すると考えられることから、本件審査請求は行政不服審査

法の適用を受けると考えられる。 

なお、行政不服審査法第４３条第１項第２号で議会の議決を経た場合には諮問を要

しないとされているが、当該却下処分は議会の議決を経て裁決されたものではないた

め、同号の場合には該当しないと考えられる。 

五島市行政不服審査会は、「行政不服審査法の規定に基づく審査請求に関する必要

な事項について調査審議すること」をその所掌事務としているため、議長からの諮問

に基づく審査を行ったものである。 

  (3) 五島市行政不服審査会委員への報酬及び費用弁償の支給について 

ア 五島市行政不服審査会委員の委嘱について 

  市長は、令和７年３月１７日付けで委員４名を委嘱した。 

 Ａ委員（人権擁護委員） 

Ｂ委員（弁護士） 

Ｃ委員（行政書士） 

Ｄ委員（公益社団法人代表） 

イ 五島市行政不服審査会の会議の開催状況及び委員の出欠状況について 

  会議の開催状況及び委員の出欠状況は、次のとおり。 

開催日 会 議 名 委員の出欠 

令和 7年 4月 28日 第１回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員、Ｄ委員 

欠席 なし 
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開催日 会 議 名 委員の出欠 

令和 7年 6月 2日 第２回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員、Ｄ委員 

欠席 なし 

令和 7年 6月 26日 第３回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員、Ｄ委員 

欠席 なし 

令和 7年 7月 30日 第４回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｄ委員 

欠席 Ｃ委員 

令和 7年 8月 25日 第５回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員 

欠席 Ｄ委員 

令和 7年 9月 29日 第６回五島市行政不服審査会 
出席 Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員、Ｄ委員 

欠席 なし 

ウ 五島市行政不服審査会委員への報酬及び費用弁償の支払について 

  五島市行政不服審査会委員への報酬の支払額は 125,400 円、費用弁償の支払額は

1,800円。合計 127,200円。内訳及び支出の根拠は、次のとおり。 

 (ｱ) 五島市行政不服審査会委員への報酬の額は、五島市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償条例（平成１６年五島市条例第３８号）別表第１に記載の日

額 5,700円である。 

  支出の状況は、次のとおり。 

会 議 名 伝票起票日 支払日 金額 備  考 

第１回五島市行政不服審査会 R7.5.1 R7.5.16 22,800円 5,700円×4名 

第２回五島市行政不服審査会 R7.6.5 R7.6.17 22,800円 5,700円×4名 

第３回五島市行政不服審査会 R7.6.27 R7.7.8 22,800円 5,700円×4名 

第４回五島市行政不服審査会 R7.7.31 R7.8.8 17,100円 5,700円×3名 

第５回五島市行政不服審査会 R7.8.28 R7.9.5 17,100円 5,700円×3名 

第６回五島市行政不服審査会 R7.10.1 R7.10.10 22,800円 5,700円×4名 

合   計   125,400円  

(ｲ) 五島市行政不服審査会委員への費用弁償の額は、Ｃ委員のみ五島市特別職の職

員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例第６条第２項第３号に掲げる３６０円

（片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満）に該当する。 

   支出の状況は。次のとおり、 

会 議 名 伝票起票日 支払日 金額 備  考 

第１回五島市行政不服審査会 R7.5.1 R7.5.16 360円  

第２回五島市行政不服審査会 R7.6.5 R7.6.17 360円  

第３回五島市行政不服審査会 R7.6.27 R7.7.8 360円  
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会 議 名 伝票起票日 支払日 金額 備  考 

第４回五島市行政不服審査会   0円 会議欠席 

第５回五島市行政不服審査会 R7.8.28 R7.9.5 360円  

第６回五島市行政不服審査会 R7.10.1 R7.10.10 360円  

合   計   1,800円  

２ 監査委員の判断 

「１ 事実関係の確認」を踏まえ、次のように判断した。 

(1) 五島市行政不服審査会が議長から諮問を受け、議長を審査庁及び処分庁とした答申

を行ったことは、請求人が主張する行政不服審査法の重大な制度的齟齬といえるか。  

ア 議長を処分庁及び審査庁とする判断について 

逐条解説行政手続法（ぎょうせい）によると、「行政庁」とは、処分権限を有する者

をいい、立法権の行使主体として国会又は司法権の行使主体としての裁判所は含まれ

ないが、国会又は裁判所であっても、実施上、行政権の行使と見られる行為を行う局

面においては、「行政庁」に当たると解説している。 

行政不服審査法第４条は、審査請求は、法律（条例に基づく処分については、条例）

に特別の定めがある場合を除くほか、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める行政庁に対してするものとすると規定し、第１号において、処分庁等に上級

行政庁がない場合は当該処分庁等と規定し、行政不服審査法第９条第１項は、第４条

又は条例の規定により審査請求がされた行政庁を審査庁と規定するから、地方公共団

体の長以外の執行機関のように処分庁に上級庁がない場合には当該処分庁が審査庁

となると定めている。 

これを本件についてみると、規程第７条第２項の規定による却下処分を行ったのは

議長であり、行政権の行使としての処分を行う機関は行政庁となるのであるから、議

長は行政庁と判断することができる。 

したがって、行政不服審査法第４条第１号に定める処分庁は議長であり、処分庁で

ある議長に上級庁がない場合に該当するから、審査庁も議長となる。 

イ 議長による本件審査請求に係る五島市行政不服審査会への諮問について 

行政不服審査法第４３条第１項は、審査庁は、審理員意見書の提出を受けたときは、

次の各号のいずれかに該当する場合を除き、審査庁が地方公共団体の長（地方公共団

体の組合にあっては、長、管理者又は理事会）である場合にあっては第８１条第１項

又は第２項の機関に、それぞれ諮問しなければならないと規定し、同項第１号に審査

請求に係る処分をしようとするときに他の法律又は政令（条例に基づく処分について

は、条例）に第９条第１項各号に掲げる機関若しくは地方公共団体の議会又はこれら

の機関に類するものとして政令で定めるもの（以下「審議会等」という。）の議を経

るべき旨又は経ることができる旨の定めがあり、かつ、当該議を経て当該処分がされ
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た場合を定めている。 

これを本件についてみると、本件審査請求は、政治倫理条例第７条に規定する審査

請求が規程第７条第２項の規定により議長により却下処分とされたことに対して提

出されたものである。しかし、同項の規定には却下処分を行うに当たり「審議会等の

議を経るべき旨又は経ることができる旨」の定めはなく、当然、議長は本件却下処分

を行うに当たり１の(1)のイに記載のとおり五島市議会政治倫理審査会には諮ってお

らず、また議会の議決も経ていない。このことから行政不服審査法第４３条第１項第

１号に定める「地方公共団体の議会の議を経るべき旨又は経ることができる旨の定め

があり、かつ、当該議を経て当該処分がされた場合」に該当しないことは明らかであ

るから、審査庁である議長は、本件審査請求を五島市行政不服審査会に諮らなければ

ならい。 

ウ 五島市行政不服審査会が議長からの諮問を審査対象としたことについて 

行政不服審査法第８１条第１項は、地方公共団体に、執行機関の附属機関として、

この法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理するための機関を置くと

規定し、同条第２項は、前項の規定にかかわらず、地方公共団体は、当該地方公共団

体における不服申立ての状況等に鑑み同項の機関を置くことが不適当又は困難であ

るときは、条例で定めるところにより、事件ごとに、執行機関の附属機関として、こ

の法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理するための機関を置くこと

とすることができると規定する。 

さらに、同条第４項が前３項に定めるもののほか、第１項又は第２項の機関の組織

及び運営に関し必要な事項は、当該機関を置く地方公共団体の条例で定めるとそれぞ

れ規定している。これは、不服申立ての件数、委員の確保の可否や事務組織の編成等

が、地方公共団体ごとに一様でないため、設置形態を含めた組織のあり方を地方公共

団体の判断にゆだねているからである。 

また、附属機関について、昭和３３年１２月８日付け自丁行発２４１号において「一

の執行機関の附属機関として設けられた審議会等の権限として、他の執行機関（公安

委員会を除く。）の諮問に応じ調査審議し又は建議できる旨を規定することはできる。」

とされていることから、「附属機関は通常執行機関ごとに設置されるが、１つの執行

機関に属する附属機関であっても、同時にそれ以外の執行機関の諮問に応ずる性格の

ものとして設置することについては法律上妨げとなる規定はない。」とされている。 

これを本件についてみると、五島市行政不服審査会は、五島市附属機関の設置等

に関する条例の別表において、「（行政不服審査）法又は五島市議会の個人情報の保

護に関する条例（令和５年五島市条例第１８号）第４５条の規定に基づく審査請求

に関する必要な事項について調査審議すること」を所掌事務とし、事件ごとに５人

以内を定数とし、任期を委嘱又は任命を受けた日から諮問された事件に関する調査
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審議が終了するまでと定め、市長の附属機関として設置されている。 

したがって、五島市行政不服審査会は、「行政不服審査法に基づく審査請求に関す

る必要な事項について調査審議すること」を所掌事務として市長の附属機関として設

置されているところ、「１つの執行機関に属する附属機関であっても、同時にそれ以

外の執行機関の諮問に応ずる性格のものとして設置することについては法律上妨げ

となる規定はない。」とされていることから、議長からの諮問を受けて答申を行った

ものであり、請求人が主張する行政不服審査法の重大な制度的齟齬は確認されなかっ

た。 

 (2) 五島市行政不服審査会委員への報酬及び費用弁償の支出は、違法又は不当な公金の

支出といえるか。 

五島市行政不服審査会委員に対する報酬については、五島市特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償条例第２条に規定され、別表第１において日額 5,700円と定め

られている。また、費用弁償については、同条例第６条第２項各号に定められている。 

五島市行政不服審査会の開催状況、委員の出欠並びに報酬及び費用弁償の支出の状況

は、１の(3)に記載のとおりで、委員への報酬及び費用弁償の支出額の合計は、127,200

円であった。 

 五島市行政不服審査会は、所掌事務について調査、審議するために会議を開き、委員

に対しては、五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例に基づき報酬

及び費用弁償が支払われていた。 

 したがって、請求人が主張する運営経費の返還に該当する違法又は不当な公金の支出

は確認されなかった。 

(3) 結論 

    以上のとおり、本件支出が違法又は不当な財務会計上の行為に当たるかについて検討

したが、違法又は不当な財務会計上の行為は認められないから、請求人の主張には理由

がないと判断した。 

 


